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和文抄録：科学技術の進展は法律上の親子関係、特に父子関係に二つの問題を投げかけた。一つは、
生殖補助医療による子の親は誰かという問題である。生殖補助医療をめぐる法整備がなされない中、
最高裁判所は生殖補助医療による多様な親子関係を、自然生殖による親子関係を前提に明治時代に制
定された民法の解釈から判断してきた。しかし、これらの判断は、生殖補助医療の急速な進展により、
前提となっている自然生殖による親子関係についての民法解釈をめぐる疑義に答えが出されないまま
なされた面がある。科学技術の進展がもたらしたＤＮＡ鑑定の精度の向上は、この前提である自然生殖
による親子関係を揺さぶるという、いま一つの問題を投げかけた。最高裁は、婚姻中に妻が懐胎して
生まれた子については血縁主義を貫かず、婚姻制度を重視することで、自然生殖によって生まれた子
と、生殖補助医療により生まれた子を含めた親子法制の整合性を図ることを選択したといえる。
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1．序：問題の所在
最高裁判所は、ここ１０年足らずの間に血縁と家族、特に父母子間の血縁と法律上の親子関係にかかわる重要
な判決・決定を立て続けに出してきた。佐々木（2007）では、生後間もない他人の子を引き取り戸籍上夫婦の
実子として届ける、いわゆる「藁の上からの養子」の親子関係が争われた訴訟の最高裁判決（平成1８（2006）
年７月７日）の事例'を通じて日本の家族における血縁原理の考察を試みた。さらに、生殖補助医療（以下「生
殖技術2」という）によって生まれた子（以下「人工生殖子」という。また、自然生殖によって生まれた子を以下「自
然生殖子」という）の法律上の父母については、男性に性別変更した者が婚姻し、妻が非配偶者間人工授精（以
下AIDという）でもうけた子の法律上の父を､性別変更した男性であるとした平成2５（2013）年１２月１０日の第三
小法廷決定3の検討をとおして考えた（佐々木2014)。ところで、人工生殖子の法律上の位置づけをめぐる解釈
は､生殖技術についての立法がなされない中にあって､生殖技術を想定していない戦後の改正民法（現行民法)４
から導き出さざるを得ない面があった，。
科学技術の進展が法律上の親子の判断に投げかけた問題の一つが前述の人工生殖子の法律上の位置づけであ
るとすれば、いま一つの問題が本稿のテーマである、婚姻制度と血縁主義のかかわりをどのように考えるかに
あるように思われる。なお、本稿では「血縁主義」の語は、親子の基本は血縁であり、血縁のない親子を法律
上認める事例を可能な限り少なくする方向での解釈を試みようとの立場の意味で用いており、その背後に血縁
のある親に育てられるのが子の福祉にかなうといった観念までをも含む意味では用いていない。
民法は嫡出の推定される子（以下「婚内子6」という）については､子が嫡出であることを夫のみが訴えIこよっ
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て否認でき、しかも、否認の訴えは夫が子の出生を知った時から１年以内に提起しなければならないと規定し
ている。このように婚姻関係にある男女間で婚姻中に妻が懐胎して生まれたと子については、出生の段階で父
母が確定し、しかも、父子間に血縁関係がないとして親子関係を解消するについても厳格な方式が定められて
おり、民法は血縁のない父子が存在することを予定する嫡出推定・否認制度をとっている。しかし、これら民
法の規定は血液型検査さえも知らない時代に制定されたものであり、ＤＮＡ鑑定によりほぼ１００％の確率で親子
関係を認定しえる時代にはそぐわないとして、嫡出の推定・嫡出の否認についても血縁主義による親子関係を
確立する方向での法解釈を試みるべきであるとの主張が生まれるのは当然の成り行きであった。その一つの例
が本稿で採り上げる最高裁判決で問題となった、嫡出の推定された父子間に、ＤＮＡ鑑定の結果、血縁関係がな
いことが判明したような場合である。この場合、嫡出の推定の規定が適用されないと解すると、利害関係のあ
る者はいつでも、いったん嫡出の推定により認められた法律上の父子関係の不存在を主張できることになる。
他方､嫡出でない子（以下「婚外子」という）の場合には､法律上の父子間は認知により成立するとされるが、
認知した者と認知された者との間に血縁関係が認められない場合の認知の効力を血縁という客観的事実に重点
を置いて解釈すべきかが問われることになる。これも、本稿で採り上げる最高裁判決で問題となった事例であ
る。
ところで、民法の嫡出推定・嫡出否認にかかわる諸規定は、前述のように、生殖技術をめぐる法整備がなさ
れない中で、人工生殖子の法律上の親を判断する拠りどころであったといえる。生殖技術の急速な進展は、前
述した問題､つまり民法の解釈にＤＮＡ鑑定の精度の向上などの科学技術の進展をどのように取り込むかについ
て明確な答えの出ないまま、人工生殖子の親子関係を判断することを強いられた面がある。そのため、自然生
殖子と法律上の親、特に父との関係について血縁という客観的事実を嫡出推定・嫡出否認や認知にかかわる諸
規定の解釈においてどのように位置づけるかは、これまで積み上げられてきた人工生殖子の親子関係をめぐる
解釈に少なからず影響を及ぼすことになるという意味でも、本稿で採り上げる最高裁判決は重要な意義をもつ
ものといえる。
本稿では、まず、嫡出の推定された父子間に、ＤＮＡ鑑定の結果、血縁関係がないことが判明した事案につい
ての最高裁判決を紹介し、次いで、認知と血縁にかかわる最高裁判決を採り上げ、これら判決が婚姻制度とど
のようにかかわるかを考察し、最終的にはこれら判決とこれまで積み上げられてきた人工生殖子の親子関係を
めぐる最高裁判決・決定との整合性について論じることとする。
Ⅱ．婚内子と血縁主義
平成2６（2014）年７月17日の第一小法廷判決では、３件の「親子関係不存在確認請求事件」について判断し
ている。そのうち１件は､民法777条の嫡出否認の訴えについての１年という出訴期間の制限は憲法13条及び'４
条に違反するとして出訴期間経過後に､夫がDNA鑑定の結果から父子関係が認められないとして父子間の親子
関係不存在確認を求めた訴えについて判断したものである。この事件については､｢嫡出否認の訴えにつき１年
の出訴期間を定めたことは、身分関係の法的安定を保持する上から合理性を持つ制度」であるとして反対意見
のない裁判官全員一致の意見で夫の主張を退けている。ところが、他の２件については、同じくＤＮＡ鑑定の結
果から父子関係が認められないとして父子間の親子関係不存在確認を求めた訴えでありながら、訴えは退けら
れたものの、５人中２人の裁判官の反対意見が付けられるというきわどい結果になっている。
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参照条文
(嫡出の推定）
民法772条
①妻が婚姻中に懐胎した子は、夫の子と推定する。
②婚姻の成立の日から200日を経過した後又は婚姻の解消若しくは取消しの日から300日以内に生まれた子は、
婚姻中に懐胎したものと推定する。
(嫡出の否認）
民法774条第772条の場合において、夫は、子が嫡出であることを否認することができる。
(嫡出否認の訴えの出訴期間）
民法777条嫡出否認の訴えは、夫が子の出生を知った時から１年以内に提起しなければならない。
Ａ Ｂ Ｃ
Ｄ
(ＤＮＡ鑑定により生物学上の父はＣとされた）
判決当時、「第１の事件」ではAB間の離婚は成立して
いないが､｢第２の事件」では協議離婚が成立している。
図１「第１の事件」と「第２の事件」の関係図がＤの生物学上の父である確率は99.99％であるとして、
ＢはＤの法定代理人としてＡを相手に親子関係不存在確
認の訴えを提起した。なお、平成24年４月頃にＢはＡに対して離婚調停を申し立てたが不成立となり、同年６
月離婚訴訟を提起したが本判決当時はその結論は出ていない。原審である大阪高裁は、ＤがＡの生物学上の子
でないことは明白であり、現在、ＤがＢとＣに育てられ順調に成長していることに照らせば、民法772条の嫡出
推定が及ばない特段の事情があるとして、本件訴えの適法性を認め、第１審の判決を支持しＡとＤの間に法律
上の父子関係が存在しないとの判決を下した。これに対して、Ａが上告した。
原審が札幌高裁の事件の事案の概要は次のようなものである（以下「第２の事件」という)。
Ａ男とＢ女は平成１１年に婚姻の届出をした。Ｂは平成20年頃からＣ男と交際を始め、性的関係を持つように
なったが、ＡとＢは同居を続け夫婦の実態が失われることはなかった。翌年Ｂは妊娠したが、その子がＣとの
間の子であると思い、妊娠をＡに告げないままＤを出産した。Ａは入院中のＢを探し出し誰の子かを尋ねたが
｢２，３回しか会ったことのない男の人」などと答えたため、ＡはＤをＡＢ夫婦の長女とする出生届を提出し、
以来ＡはＤを自らの子として監護養育した。ＡとＢは、平成22年、Ｄの親権者をＢと定めて協議離婚し、現在
ＢとＤはＣと共に生活している。私的に行ったＤＮＡ検査の結果ＣがＤの生物学上の父である確率は
99.999998％であるとして、ＢはＤの法定代理人としてＡを相手に親子関係不存在確認の訴えを提起した。原審
である札幌高裁は、嫡出推定制度の趣旨は「家庭内の秘密や平穏を保護するとともに、平穏な家庭で養育を受
けるべき子の利益が不当に害されることを防止することにあると解されるから、このような趣旨が損なわれな
いような特段の事情が認められ、かつ、生物学上の親子関係の不存在が客観的に明らかな場合においては、嫡
出推定が排除されるべきであ」り、本件はこのような事案に該当するとして訴えの適法性を認め、第１審を支
持し、ＡとＤの法律上の親子関係の不存在を認める判決を下した。これに対して、Ａが上告した。
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最高裁第一小法廷は、「第１の事件」と「第２の事件」の上告に対して、全く同じ理由で上告を認め、原判決
を破棄し、第１審判決を取り消し、親子関係不存在確認の訴えを却下する判決を下した。
上告を認めた多数意見は、妻がその子を懐胎した時期に、「既に夫婦が事実上の離婚をして夫婦の実態が失わ
れ、又は遠隔地に居住して、夫婦間に性的関係を持つ機会がなかったことが明らかであるなどの事情が存在す
る場合｣、つまり、妻が夫の子を懐胎することが客観的に不可能な事情が存在する場合には民法772条の嫡出の
推定が及ばないとする（いわゆる「外観説｣）従来の判例を踏まえ、たとえ、本件のように科学的根拠で親子関
係が否定され､子が母や生物学上の父の監護の下にあるという事情があっても、「子の身分関係の法的安定を保
持する必要が当然になくなるものではない」としている。これに対して、反対意見は、嫡出推定．否認制度の
立法趣旨は、「家庭内の秘密や平穏を保護するとともに、速やかに父子関係を確定して子の保護を図ることにあ
ると解されている」のであるから、科学的根拠に加えて、「本件のように、夫婦関係が破綻して子の出生の秘密
が露わになっており、かつ、生物学上の父との間で法律上の親子関係を確保できる状況にあるという要件を満
たす場合に」は、嫡出推定・否認制度の例外を認めても立法趣旨に反するものではないとしている（金築誠志
裁判官)。白木勇裁判長裁判官も、この反対意見に賛同し、加えて「父子間の血縁の存否を明らかにし、それを
戸籍の上にも反映させたいと願う人としての心情も法律論として無視できないものがある」としている。
この判決の妥当性を考える際の論点は、嫡出推定・否認制度を子の福祉、婚姻制度の位置づけ、これまで積
み上げられてきた人工生殖子の法的位置づけとの整合性の観点などからどのように考えるかにあるように思わ
れる。
本章では子の福祉の観点から本判決の検討を試みる。多数意見は嫡出の推定により、血縁の有無にかかわら
ず子の出生の段階で父母が確定し、子の身分関係の法的安定を保持することの意義は大きいととらえている。
これに対して、反対意見は、①DNA検査によって生物学上の父が確定しているうえに、②夫婦関係が破綻し、
③母子が生物学上の父と新たな生活を始めているような特殊の事情がある場合には、生物学上の父との親子関
係を確立する道を拓くことが、子のアイデンティティを確立するという意味でも子の利益のためになるとして
いる。一見後者の反対意見に分があるように思われるが、ただ、本件の訴えは子が５歳に満たない段階で子の
母が法定代理人となってなされており、真に子の利益を考えて訴えが提起されているかは不明である（法律上
の親子の判断基準として血縁のほかに養育の意思や養育の実態を重視する考え方に立つとしても、ほんの数年の養育実
態を判断基準としてよいかは問題である)。さらに、山浦善樹裁判官が補足意見で訴訟法上の観点から問題提起し
ている点も無視できない。つまり、本件のように①から③の要件が備わっているような場合には親子関係不存
在確認の訴えが可能であるとすると、原告は①の事実を確認しただけでの訴えも受理されるが、この訴えが認
められるための他の②と③の要件の存在は訴訟の口頭弁論終結時を基準とするため、もし、②と③の要件がな
いとして訴えが退けられた場合には、ＤＮＡ鑑定の結果のみが独り歩きし、法律上の父と子の間に血縁関係が存
在しないとの事実のみが残ることになる。また、敗訴した側は、新たに②と③の要件が備わったとして訴えを
繰り返す可能性も排除できないため、子の身分関係はいつまでも不安定になる恐れがあり、反対意見が子の福
祉の観点からみて優れているとは必ずしもいえないことになる。
Ⅲ、認知と血縁主義
民法779条は、婚外子の父子関係は認知により成立すると規定している。ところで､血縁関係のない子を自己
の子として育てようとの意思から認知し、法律上の親子関係を築きうるかについては否定的な解釈が学説の大
勢を占めていたといえる（佐々木2014参照)。この解釈によると、血縁関係にない子を認知しても、その認知の
効力は無効ということになるが、他方、民法785条は、認知の取消しの禁止を規定している。この規定の解釈次
第では､血縁関係にない子をその事実を知りながらした認知（以下「不実の認知」という）も取消しが禁止され、
血縁関係にない父子関係が法律上存在しうることになる。これが争点になったのが本章で紹介する２件の最高
裁判決である。
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平成2６（2014）年１月１４日の第三小法廷判決（以下「Ｘの事件」という）の事案の概要は次のようなものであ
る。
Ａ＝Ｂ
、歪ご筆“
ＡのＢに対する離婚請求を
認める判決が出されている。
参照条文
(認知）
民法779条嫡出でない子は、その父又は母がこれを認知することができる。
(認知の取消しの禁止）
民法785条認知をした父又は母は、その認知を取り消すことができない。
(認知に対する反対の事実の主張）
民法786条子その他の利害関係人は、認知に対して反対の事実を主張することができる。
これに対して、第三小法廷判決は、「血縁上の父子関係がないにもかかわらずなされた認知は無効」であり、
｢認知者は、民法786条に規定する利害関係人に当たり｣、不実の認知であっても認知の無効を主張できるとし
た。
この判決には大橋正春裁判官の反対意見がついている。大橋裁判官は､民法785条が認知した父の認知の取消
しを規定し、786条で子その他の利害関係人の認知の無効の主張を規定しているのは、786条が父を含めないと
の立法者の意思を示すものである。（認知者が786条の利害関係人に含まれるという＝筆者要約)「条文の文言から大
きく離れた解釈を採る場合には、これを正当化する十分な実質的根拠が必要であ」り、「安易な、あるいは気ま
ぐれによる認知を防止し、また認知者の意思によって認知された子の身分関係が不安定になることを防止する
との立法理由には十分な合理性があ」り、（多数意見の=筆者要約）「論者が根拠として述べる『最も利害関係の
深い認知者にも認めるべきである」ということは十分な実質的根拠になりえない」としている。寺田逸郎裁判
官は､民法786条の利害関係人に認知した者が含まれないと解釈する点では大橋裁判官と同様であるが､本件の
認知については、認知当時外国籍の（法律上の）父がいたため、「日本の民法下では、認知は、その性格上、現
に父がある子を対象にすることができないと解され」るため、多数意見と同じく本件については取消しができ
るとする意見を述べている。
平成2６（2014）年３月28日の第二小法廷判決（以下「Ｙの事件」という）の事案の概要は次のようなものであ
る。
Ａ男は、平成１４年２月、Ｂ女と婚姻し、同日Ｂに請われて、血縁関係の無いＣ（平成３年生まれ）を、その事
実を知りながら認知した。３名はＡの購入したマンションの一室で共に生活していたが、平成16年１１月頃Ａは
同室から締め出されＢＣと別居するようになり、平成１７年１月、ＡはＢの求めに応じて協議離婚するとともに
同室をＢに贈与した。その後ＡとＣはほとんど交流していない。平成17年９月、ＢはＤ男と再婚し、同年10月、
ＣはＤと養子縁組をした。ＡはＣに対して認知無効確認を求める訴えを提起した。原審である広島高裁は、Ａ
の認知無効の主張を認め、Ａの請求を認める判決を下した。これに
対して、Ｃが上告した。
これに対して、最高裁は血縁主義を貫き、「認知は、血縁上の父子
関係を前提として、自らの子であることを認めることにより法律上
の父子関係を創設する制度であ」り、血縁関係にない者に対する認
知は無効であり、「認知者は、民法786条に規定する利害関係に当た
り、自らした認知の無効を主張することができ｣、この理は、たとえ
認知の当時血縁関係にないことを知っていたとしても異なるもの
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Ａ Ｂ－，
ＡＢ間で協議離婚が成立している
ではないとして、上告を棄却している。本判決は、「Ｘの事件」と異図３「Ｙの事件｣の関係図
なり、反対意見のない裁判官一致の意見でなされている。
両判決により、血縁関係にない者の間でなされた認知は無効であり、認知者が認知の当時血縁関係にないこ
とを知っていたか否かを問わず、認知した父も血縁関係の不存在を理由として、いつでも、認知無効の主張が
できるとの血縁主義を貫く結果となっている7。もっとも、認知された子の保護の必要の観点から、認知無効の
主張を権利濫用の法理などで制限できる場合があることは認めている。
本章でも、子の福祉の観点から両判決の意義を考えてみる。認知について血縁主義を貫き、不実の認知の場
合にも原則として認知無効を主張できると解すると、婚外子の身分は極めて不安定になるのは避けられない。
たとえば､婚姻の届出はしないが婚姻関係にあるのと異ならない生活実態（以下「非法律婚8」という）にある男
女間の子の場合を想定すれば容易に想像がつく。男性が、パートナーである女性のもうけた子を、自己の子と
して認め法律上の親子関係を形成した後でも、認知者が単独の意思で父子関係を解消できるとすると子の身分
は極めて不安定になる。つまり、男女の生活実態は同じでありながら、婚姻の届出があれば嫡出の推定により
子の身分関係は容易に変更されないという保障がありながら、他方で、婚姻の届出がない場合には認知により
生じた法律上の父子関係が、血縁関係がないとして認知した者の意思でいつでも解消できるとなると子の身分
関係は極めて不安定になる。
もっとも、上述のように婚姻関係にある男女との対比で論じた婚外子の認知の例のほか、認知の経緯や動機
は多様であると考えられる９．本判決の「Ｘの事件」と「Ｙの事件」は、このように多様な経緯や動機が考えら
れる認知の一つの例であり、このような事例でもって、法文上は認知無効の取消しは認めないとの原則を反転
させ、認知者も786条の利害関係人に含まれるがゆえに原則として認知無効の主張が認められると解釈するの
は、血縁主義にとらわれた解釈のようにも思われる。「ｘの事件」の判決の意見で寺田逸郎裁判官が、「認知さ
れたが、実際には血縁上の父子関係がなく、認知者にこのことについて認識の誤りがある場合に、その結果を
是正すべき手立てとして、認知の意思表示に暇庇があるものとしてこれを取り消し、あるいは無効とすること
による解決策として十分でないことや、認知者が血縁上の父子関係が実際にないことを承知の上で認知してい
ママ
る例が極くまれであることについてより実証的な結果が示されるようであればともかく、そうでないのに」（多
数意見のように解釈する=筆者要約）実質的根拠があるか疑わしいと論じているが､特に非法律婚カップルの事例
を想定してみると、子の福祉の視点から見て多数意見がより優れているとも思われない。
なお、「Ｘの事件」も「Ｙの事件」でもＤＮＡ鑑定は問題になっていないが、「第１の事件」についての判決の
補足意見で指摘されていたＤＮＡ鑑定の乱用の危険は、認知無効の主張をめぐっても考えられることである。
Ⅳ、婚姻制度と血縁主義
Ⅱ章とⅢ章では､子の福祉の観点から判決の妥当性を検討した。婚内子の場合で民法772条の嫡出推定により
法律上の親子関係が形成された後でも、ＤＮＡ鑑定などで血縁関係の存在が客観的に明らかになれば、法律上の
親子関係を解消できるとの解釈が、必ずしも子の福祉にかなうものではないと論じた。また、婚外子の認知の
場合に、自己の子でないと認識しながらした認知も無効であるとして、認知者が原則として、認知によりいつ
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たん形成された法律上の親子関係を認知者の一方的意思で無効とできるような解釈も同様、子の福祉にかなう
と一概には言えないことも論じた。そのように考えると、一方で血縁主義を必ずしも貫徹させず、他方で血縁
主義を貫いた背景にあるものとして、子の福祉とは異なる論拠を想定してみることができるように思われる。
本稿でとり上げた最高裁判決は婚内子と婚外子で法の解釈に占める血縁主義の比重に違いを示していること
になる。この違いが、婚内子にかかわる「第１の事件」と「第２の事件」の判決が第一小法廷でなされ、認知
にかかわる「Ｘの事件」と「Ｙの事件」がそれぞれ第三小法廷と第二小法廷でなされたものであり、この違い
が単に裁判官の構成に由来するに過ぎないと考えるならば別であるが、この違いから見えてくるのは、一つは、
最高裁がいかに婚姻制度を重視しているかであるように思われる。つまり、法律上の親子関係の有無において
男女が婚姻しているか否かにかかわらず血縁主義を貫くのであれば、嫡出の推定の及ぶ範囲を狭く解釈するこ
とも可能であった。婚外子について、血縁主義を貫く解釈を試みながら、婚内子については血縁主義を貫かな
かった背景の一つには婚姻の重視の意図があったとも推測しうるように思われる。
民法第４編「親族」の章立てでもうかがえるように、まず婚姻があり、子は婚姻の制度の中で誕生し養育さ
れていくことが前提となっている。民法772条の嫡出の推定は、この前提の上に成り立っており、それゆえに、
嫡出の推定は、子の身分の安定による子の福祉保護のほかに、子は婚姻の中から生まれるものであると宣言す
ることによる婚姻重視の規定となっているともいえる。民法772条２項の300日規定の厳格な解釈は'０、子は婚
姻の中で誕生するものであるとの婚姻重視の一つの表れとみることができるし､嫡出推定の規定にＤＮＡ鑑定な
どの科学的根拠による親子判定という血縁主義を持ち込む解釈は、婚姻制度を揺るがしかねない危険性を帯び
ることになる。
他方で、婚内子と婚外子とで血縁主義について異なった基準を示したのは、人工生殖子の法律上の位置づけ
についての配慮があったと考えることができる｡人工生殖子と自然生殖子の法律上の位置づけについて､異なっ
た法制度を用意するのならば別であるが、そうでなければ人工生殖子と自然生殖子の法律上の位置づけの拠り
どころは民法の嫡出推定・否認制度に求めざるを得ないであろう。例えば、ＡＩＤで生まれた子について考えて
みる。AIDで生まれた子については民法772条の嫡出の推定で婚内子の地位を得ているのが現状である。今のと
ころＡＩＤについての法規定は存在しないし、ＡＩＤによって生まれた子の法律上の位置づけについて正面から判
断した最高裁の判決も存在しないｌｉｏだが、佐々 木（2014）で述べたように、「ＡＩＤは戦後間もないころから行
われていたのにもかかわらず今日まで何らの法による手当がなされていない。もし、法による規制が必要であ
るならば立法府は何らかの措置を施すべきであったのに、それが長期間なされていないという立法府の不作為
状態により、もはやＡＩＤは法の認知を受け、ＡＩＤによって生まれた子は民法上、自然生殖子と同じ位置づけを
与えられていると解さざるを得ないであろう｣。このように考えると、嫡出推定･否認の規定に血縁主義を持ち
込むことは､これらの子の身分関係を極めて不安定な立場に追い込むことになる。生殖技術の利用については、
これまでの様々な提言で、婚姻している夫婦間に限るとされている。そして、婚姻している夫婦間では第三者
提供の精子と妻の卵子による庇を妻に移植する生殖技術も、厚生労働省厚生科学審議会生殖補助医療部会の
2003（平成15）年の最終報告書である「精子・卵子・庇の提供等による生殖補助医療制度の整備に関する報告
書｣'2では認めるとしている。この場合の子の法律上の位置づけについて特別の立法がなされなければ、子の法
律上の位置づけは民法772条の嫡出の推定に依ることになるであろう。自然生殖子についてＤＮＡ鑑定などの客
観的事実により父子関係を否定しえないとした本件判決は、その意味で、婚内子については人工生殖子と自然
生殖子の法律上の位置づけについて同じ基準で判断できる道を選択した結果といえなくもない。
他方、婚外子についての血縁主義の宣言は、非法律婚カップルについては生殖技術の利用について極めて抑
止的に作用することになるであろう。なぜなら、非法律婚カップルの男性と、生殖技術を用いてもうけた子と
の間に血縁関係がない場合に、法律上の父子関係を確立するためには認知によるしかないが、婚外子について
血縁主義をとると、この認知は無効となり非法律婚カップルの間の人工生殖子の身分関係は極めて不安定にな
るからである。
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Ｖ、結語：今後の課題
本稿では、婚内子と婚外子の血縁主義にかかわる４件の最高裁判決を採り上げ､それらの意義を考えてきた。
自然生殖による婚内子の嫡出推定にかかわる最高裁判決は、裁判官の意見が３対２に割れるという際どい結果
が示すように、子の福祉の観点からはさらなる検討を必要とするものではあるが、生殖技術による法律上の父
子関係との整合性を考えるとき、生殖技術をめぐる立法がなされない段階では、その結論は受け入れざるを得
ないようにも思われる。生殖技術の行為規制については、前述した「精子・卵子・庇の提供等による生殖補助
医療制度の整備に関する報告書」のほかにも、日本学術会議生殖補助医療の在り方検討委員会も2008（平成20）
年に代理懐胎を中心とした詳細な報告書(｢代理懐胎を中心とする生殖補助医療の課題一社会的合意に向けて一｣)を
提出している１３。しかし、いまだ立法化には至っていない。これら報告書では、生殖技術の利用は婚姻してい
る夫婦に限られており、２００３（平成１５）年に公表された法務省の法制審議会生殖補助医療関連親子法制部会に
よる「精子･卵子･庇の提供等による生殖補助医療により出生した子の親子関係に関する民法の特例に関する要
綱中間試案」（以下「試案」という）では、人工生殖子については血縁主義をとらず、母子関係を遺伝的なつな
がりではなく「出産」という事実に求め、また父子関係について遺伝的なつながりはなくても生殖技術の利用
についての「同意」で親子関係が成立することを認めている'4。このように、生殖技術の利用を婚姻関係にあ
る夫婦に限定し、人工生殖子の法律上の父母関係について血縁主義をとらない立場をとれば、人工生殖子の法
律上の位置づけは、婚内子の嫡出推定についての本件最高裁判決の解釈を適用して得られる自然生殖による婚
内子の法律上の位置づけとほぼ同一の結果が得られることになる。その意味で、自然生殖による婚内子につい
て血縁主義によらない嫡出推定規定の解釈をした最高裁判決により、意図はともかくとして、結果的には自然
生殖によって生まれた子と、生殖技術によって生まれた子を含めた親子法制の整合性が図られことになったと
考えることができるのである。
もっとも、生殖技術は血縁を追い求めて行われるものではあるが、結果として血縁にない親子が誕生するこ
とは予期されていることを考えると、人工生殖子と自然生殖子とでは血縁主義の意味合いが異なると考え、両
者で異なった親子法制を探る試みも考えられなくもないであろう。つまり､｢試案」のように人工生殖子につい
ては血縁主義によらない親子法制をとりながら、他方で、自然生殖子については血縁主義を貫く解釈や立法を
図ろうとする試みである。しかし、人工生殖子の法律上の位置づけについての立法は実現していない。このよ
うな中で、自然生殖子に血縁のない父がありうることを予定する嫡出推定・否認の規定を設け、婚姻関係の中
で生まれた子を夫の子とし、血縁の有無にかかわらず夫婦に子の養育義務を課す婚姻制度をとっている現行民
法に血縁主義を持ち込む解釈は、婚姻の意義に再考を迫り、ひいては人工生殖子の法律上の地位を不安定にす
る結果を招くようにも考えられる。
生殖技術についての立法がなかなか進まない中で、自民党のプロジェクトチー ムが生殖技術に関する法律の
制定に向けて作業を続けているとの一連の報道がなされている'５ｏその法律の内容や、そこで人工生殖子が法
律上どのように位置づけられるかが、自然生殖子の法律上の親子関係をめぐる民法解釈にどのような影響を及
ぼすかについては再度検討してみたい。
他方、本稿で採り上げた婚外子に関する最高裁判決は、婚内子に関する判決とは反対に血縁主義を貫くもの
となっている。生殖技術の利用が婚姻関係にある夫婦に限定され、それが厳格に守られるのであれば、婚外子
としての立場の人工生殖子の法律上の地位の安定云々 を考える必要もないであろう。しかし、非法律婚カップ
ルが生殖技術を利用しないという保証もないし、もし、非法律婚カップルが生殖技術を利用しもうけた子の認
知が問題となった時（法律で生殖技術の利用を婚姻関係にある夫婦に限定しつつ、人工生殖子の法律上の位置づけに
ついては、婚姻関係にある夫婦と非法律婚カップルとの間で共通の規定を設けるのであるならば別であるが)、その認
知は血縁がないとして原則無効となるような解釈がはたして子の福祉の面で問題がないか疑問である。また、
自然生殖子の認知についても、非法律婚カップルの子の福祉を考えたとき、血縁にない子の認知は原則無効と
する解釈が妥当かについては疑問が残る。これらについては、非法律婚カップルの実状についての研究を含め
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て今後の課題としたい。
なお、Ⅱ章でとり上げた訴訟は、親が幼い子を代理して提起したものである。子にとっては自己の出自がい
きなり法廷の場に持ち込まれた形となっている｡子が自己の出自を知る過程をどのように尊重していくべきか、
出自を知ったのちに自己の意思で望む親子関係の構築に法がどのように答えていくべきか等は、極めて重要な
問題である。これらは、養子制度や生殖技術に共通の問題であり、今後の課題として考えていきたい。
注
１Ｅ（昭和16年生）は戸籍上ＡＢ夫婦（Ａは昭和49年死亡、Ｂは平成８年死亡）の長男となっているが、実際は他人の子を生まれた直後
に引き取り戸籍上夫婦の実子として届けるいわゆる「藁の上からの養子」である。ＡＢ夫婦とＥは親子の関係をＡＢ夫婦が亡くなるま
で50年以上も続け、その間、ＡＢ夫婦はもちろん、次第に自分がＡＢ夫婦の実子ではないことを誕識するに至ったＥ、それに他家の養
女となったＡＢ夫婦の実子である長女Ｃ（大正12年生)、及びＡＢ夫婦やＥと長年生活を共にしたＡＢ夫婦の実子である二女，（大正１４
年生、平成14年死亡）など誰もＡＢ夫婦とＥの親子関係を否定することはなかった。Ａの死後、遺産は妻であるＢが相続し、Ｂの死後
その遺産は遺言により二女Ｄが相続した。そして、二女Ｄの死亡による相続問題を話し合う中で、他家の饗女となっていた長女ＣがＡ
Ｂ夫婦とＥの親子関係を否定するに及び、本件訴訟に発展した。長女Ｃの訴えを認めた原審の広島高裁判決の上告審である最高裁判所
は、この長女Ｃの親子関係不存在の主張は権利の濫用（民法１条３項）に当たる可能性があるとして、原判決のうち実親子関係不存在
確認謂求に関する部分につき原判決を破棄し、事件を原審に差し戻した（平成1８（2006）年７月７日最高裁第二小法廷判決の内容を筆
者要約。判決文は裁判所ホー ムペー ジ（http://www・courts､gojp/）の裁判例情報より取得。以下、本稿の引用する最高裁の判例は全て
同ホー ムペー ジから2014（平成26）年１０月10日に取得している)。
２生殖補助医療は不妊治療の範囲を、さらには「医療」の範囲を超えて拡大し続けている。その状況を「技術」で表現させるために、本
稿では引用文を除いて生殖補助医療ではなく「生殖技術」の語を用いる。
３「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」（平成1５（2003）年７月16日・法律111号）は、一定の条件を満たした「性同一性
障害者」は、家庭裁判所の審判により戸籍上の性別の変更を認め、かつ、変更を認められた者は民法その他の法令上、法律に別段の定
めがある場合を除き、変更後の性別として取扱われると規定している。そのため、男性に性別変更した者が婚姻し、妻がAIDで子をも
うけた場合、その子も民法772条による嫡出の推定により夫の子と認められるのではないかが問われることになる。本決定は、この事例
についても民法772条を適用し、子を男性の実子とし、戸籍の子の「父」の欄に男性の氏名を記載することを通めた。
４民法第４縞第３章第１節の実子の諸規定は一部（戦後の家制度の廃止による「母の親権」「子の氏」「庶子」にかかわる規定の改正・新
設と成年後見制度の新設（1999（平成１１）年）にともない「禁治産者」を「成年被後見人」に置き換える改正など）を除いて明治３１
（1898）年施行の旧民法以来１００年以上改正されないまま現在に至っている。
５例えば、前述の平成2５（2013）年12月10日の最高裁決定は、民法772条を適用した結果であり、人工生殖子の母を、血縁の有無にかかわ
らず分娩者であると解するのも、自然生殖子の母は誕知を待たずして分娩の事実によるとする民法の解釈と歩調を合わせたものともい
える。
６厳密には、民法772条の嫡出の推定が適用される子と、いわゆる「婚外子差別」との対比で用いられる「婚内子」とは一致しないが、本
稿では便宜、民法772条の嫡出の推定が適用される子を「婚内子」として議論を進める。
７反対意見によると、認知の当時、血縁関係がないことを知らずに認知した場合も785条が原則として適用されることになるが、その場合
は、意思表示に暇庇がある場合として一般原則によって取消し、又は無効の主張をすることになるであろう。なお、血縁関係にある場
合には785条が適用され、認知の取消しはできない。この場合、認知が詐欺や脅迫でなされた場合にはどうなるかは本件の争点にはなっ
ていないが、「Ｘの事件」の補足意見で木内道祥裁判官は、「真実である限り、詐欺強迫による認知の取消しもできないと解する」とし
ている。これに対しては、同事件の意見で寺田逸郎裁判官が疑問を呈している。
８このようなカップルは、「事実婚」や「内縁」の語で表現されることがあるが、前者には積極的に法律婚を選択しないというニュアンス
が、後者には法律婚を選択したくてもできないとのニュアンスが伴うため、両者を含めた意味で「非法律婚」という語を用いる。
９最高裁判所調査官である著者が、その例を列挙しているが（谷村2014:９１)、その例は、非法律婚カップルの例を考えると若干判決に都
合の良いものに偏っているように考えられる。
１０法務省は、離婚後300日以内に出生した子は、離婚後に懐胎したことを医学的に証明できる場合で、そのことを医師が証明した書類を提
出した場合に限り、前夫を父としない出生届けができるとしている（法務省のホームベージ「民法772条（嫡出推定制度）について」
http://www､mojgojp/MINJI/minjil75ohtml、２０１４（平成26）年１０月28日アクセス)。そのため、例えば、ＤＶ被害者である妻が離婚後、
前夫でない男性との間に子をもうけたが、出生が離婚後300日以内であるため、戸籍に前夫の子と記載されるのを避けようとして出生の
届出をしないと無戸籍となる。新聞報道によると、法務省は2014（平成26）年１０月24日、「全国で279人の無戸籍の人を確認したと発表
した。同省が無戸籍の人について集計したのは初めて。ただ、集計は法務局や自治体からの申告をまとめたもので、回答があった187市
区町村は全自治体の約1割。全容把握には至っていない｣。「無戸籍の人を支援する市民団体は「全国に少なくとも１万人いる」と集計し
ている」（2014（平成26）年10月25日付朝日新聞：西部本社：鹿児島)。
lｌなお、夫の同意を得てＡＩＤにより子をもうけた場合には民法772条の嫡出推定が及ぶとした裁判例として、平成1０（1998）年９月１６日東
京高裁決定が紹介されている（大村（2004：213)、二宮（2005：186))。この事案は、夫がAIDに同意し妻が出産した子について、離婚
後にその子の親権を争う過程で妻が父子間に血縁関係がないとして父子についての親子関係の不存在を主張したものである。
１２http://www､mhlw,go､jp/shingi/2003/04/so428.5.hｔｍｌ（2014（平成26）年１０月28日アクセス）参照。
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１３http://www・scj・gojp/ja/infO/kohyO/pdf/kohyひ20t561.pdf（2014（平成26）年10月28日アクセス）参照。その提言内容の要旨は次のと
おりである。（１）代理懐胎については、法律（例えば、生殖補助医療法（仮称)）による規制が必要であり、それに基づき原則禁止とす
ることが望ましい。（２）営利目的で行われる代理懐胎には、処嗣をもって臨む。処罰は、施行医、斡旋者、依頼者を対象とする。（３）母
体の保護や生まれる子の権利・福祉を尊重し、医学的、倫理的、法的、社会的問題を把握する必要性などにかんがみ、先天的に子宮を
もたない女性及び治療として子宮の摘出を受けた女性に対象を限定した、厳重な管理の下での代理懐胎の試行的も実施（臨床試験）は
考慮されてよい。（４）代理懐胎の施行に当たっては、医療、福祉、法律、カウンセリングなどの専門家を構成員とする公的運営機関を
設立すべきである。一定期間後に代理懐胎の医学的安全性や社会的・倫理的妥当性などについて検討し、問題がなければ法を改正して
一定のガイドラインの下に容認する。弊害が多ければ試行を中止する。（５）代理懐胎により生まれた子の親子関係については、代理懐
胎者を母とする。（６）代理懐胎を依頼した夫婦と生まれた子については、養子縁組または特別養子縁組によって親子関係を定立する。
（７）出自を知る権利については、子の福祉を重視する観点から最大限に尊重すべきであるが、それにはまず長年行われてきた夫以外の
梢子による人工授精（AID）の場合などについて十分検討した上で、代理懐胎の場合を判断すべきであり、今後の重要な検討課題であ
る。（８）卵子提供の場合や夫の死後凍結精子による懐胎など議論が尽くされていない課題があり、今後新たな問題が出現する可能性も
あるため、引き続き生殖補助医療をめぐる検討が必要である。（９）生命倫理に関する諸問題については、その重要性にかんがみ、公的
研究機関を創設するとともに、新たに公的な常設の委員会を設樋し、政策の立案なども含め、処理していくことが望ましい。（１０）代理
懐胎をはじめとする生殖補助医療について識藷する際には、生まれる子の福祉を最優先すべきである。以上が提言内容の要旨であるが、
夫期間でのAIDが認められることは前提となっている。この報告番を受けてジュリスト2008年７月１日号（Nb'1359）が特集を組んでい
る。
１４http://www・mOj,gojp/content/O00071864.pdf（2014（平成26）年１０月28日アクセス）参照。なお「試案」は、どのような生殖技術が許
されるのかといった行為規制は厚生労働省などでなされることを前提とした議議である。「試案」のうち公表の対象とされなかった部分
の解説を含めて大村（2003）を参照｡。
１５「自民党のプロジェクトチームが検討している生殖補助医療法案の骨子が、明らかになった。日本産科婦人科学会が認めていない代理出
産を限定的に誕めるほか、精子や卵子、受精卵の第三者への提供を容認するなど、大きく踏み込んだ内容になっている」「来年の通常国
会に議員立法として提出したい考えだ」（2013（平成25）年１１月10日付読売新聞：東京：朝刊)。ただ、通常国会への提出は見送られ、
「自民党・生殖補助医療に関するプロジェクトチーム（PT）座長の古川俊治参院議員が１３日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出席し、ＰＴ
がまとめた生殖補助医療法案について「秋の臨時国会で法案を提出し、来年の通常国会での採決を目指す」と述べた」「一緒に出演した
日本生殖医学会の吉村泰典理事長は「法律では、親子関係を明確にしていただきたい」と注文を付けた」（2014（平成26）年６月14日付
読売新聞：東京：朝刊)。さらに、「生殖補助医療の法整備を検討している自民党のプロジェクトチーム（ＰＴ）は31日；代理出産を限定
的に認めるなどとした最終的な法案をまとめた。ただ、党内でも異論があり、今国会での法案提出は難しく、来年の通常国会への提出
を目指す」（2014（平成26）年11月１日付朝日新聞:西部本社:鹿児島）との一連の報道を見ると、法律の成立は不透明である。なお、こ
の朝日新聞の記事によると、「生殖補助医療の関連法案のポイント」として、次のものがあげられている。「・妊娠できない夫柵は梢子
や卵子の提供をうけることができる．子宮がない場合などに限り、代理出産を認める．代理出産は夫婦の精子と卵子に限る．精子や卵
子の提供、代理出産による利益授受を禁止・第三者からの梢子提供に同意した夫は子の認知を拒否できない.代理出産により生まれた
子と依頼夫婦に親子関係を成立させる制度は検討．生まれた子への出自の情報提供は検討｣。
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ThelnstitutionofMarriageandBloodDescent：
DiscussionontheS叩remeCourtDecision
YＯｋｏＳＡＳＡＫＩ
Theprogressofscienceandtechnologyhascasttwochallengesonparent-childrelationships,particularlyfather-child
relationships,intheeyesofthelawThefirstchallengeisparentingachildbomviaassistedreproductivetechnologies・
WhilelawsrBgardingassistedreproductivetechnologieshavenotbeenimplemented,theSupremeCourthastilldateused
theCivilCodeenactedintheMeijiPeriod,whichpredicatesparent-child配lationshipsonnaturalreproduction,tojudgea
varietyofparent-childrelationshipsgeneratedviaassistedreproductivetechnology・However,becauseoftherapid
progressofsuchtechnologybthesedecisionscannotrespondtothedoubtsabouttheapplicabilityandvalidityoflheCivil
Codeinterpretation・
TheimprovementoftheDNAtestingaccuracybbecauseoftechnologicalprogress,hasgeneratedtheotherchallenge：
ShakingloOsethepredicateofparent-childrelationshipsonthebasisofnaturalreproduction,Inthecaseofachild
gestatedandbominwedlock,theSupremeCourthasstressedtheinstitutionofmarriageoverblooddescentlthusmaking
anattempttoestablishconsistencyinthelawconcemingparent-childrelationships,includingaconsistencybetween
childrenbombynaturalreproductionandchildrenbomviaassistedreproductivetechnolo野．
KeyWords：InstitutionofMarriage,BloodDescent,ParentandChildinLaw§AssistedReproductiveT℃chnology，
SupremeCourtDecision
